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1．研究の目的と背景
交通事故による死亡者数１）は昭和４５年の１万
６７６５人から平成２０年には５１５５人２）と大きな減少
傾向３）を見せている。死者数の減少は歓迎すべ
きことではあるが，事故数の変遷を見ると，昭
和４５年には７１８０８０件であったが，平成２０年には
７６６１４７件であり，直近ではやや減少傾向にある
ものの，ほぼ変わらないままといえる。事故に
よって負傷する人数は昭和４５年には９８１０６０人で
あった。しかし，平成１９年には１００万人を超え，
平成２０年には９４５５０４人となり，昭和５０年以降は
上昇傾向にある。交通事故に関しては，死者数
の減少のみが強調されがちではあるが，国民の
ほぼ１００人に一人は毎年交通事故で負傷すると
いう状況に大きな変化はない。死者数の減少は
好ましいこととは言え，負傷者数を考えれば決
して手放しで喜べる状況でないことは明らかで
ある。事故件数減少の停滞傾向を見れば，交通
事故対策の手詰まり感がうかがえる。
交通事故死者数の内訳を見ると自動車乗車中
の死者数は昭和４５年約６０００人だったのが，現在
では２０００人弱と３分の１にまでに減少している。
事故数が変化してないことを勘案すれば，自動
車そのものの安全性強化が自動車乗車中の死者
数を減少させたことをうかがわせる。
ITS（高度道路交通システム）４）など事故防
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＜要約＞
本研究は包絡分析法（以下 DEA）により，都道府県警別に交通違反取締が事故件数に
対して効率的に行われているかどうかを分析する。分析に取り上げた取締項目は，相互に
代替的でかつ事故に対して大きな影響があると考えられる信号無視違反と最高速度違反で
ある。４７都道府県警を４つのクラスターに分類し，相対的な効率性を測定した。その結果，
効率的に取締を行っている都道府県警は次の通りである。第１クラスターでは愛知県，静
岡県。第２クラスターでは千葉県，広島県，第３クラスターでは青森県，岩手県，山梨県，
第４クラスターでは鳥取県，沖縄県である。クラスターごとにもっとも非効率な都道府県
は，順に，大阪府，群馬県，愛媛県，和歌山県であった。非効率な都道府県では，スラッ
ク変数（余剰変数）が最高速度違反にかんして大きな値で観測された。これは，最高速度
違反で過剰な取締が行われていることを示唆している。
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止技術の開発は行われているが，実用にはまだ
まだ時間がかかる。例えば，見通しの悪い交差
点での出会い頭の衝突を防ぐために車々間での
通信システムが研究されている５）。システムの
普及率が５０％になっても，システムを備えた車
同士が出会う確率は２５％にしかならならず，普
及率７０％でも，システムを装備した車同士が出
会う確率は４９％にすぎない６）。現在，日本には
８千万台弱の車があることを考えると，普及の
道のりはきびしいと言わざるを得ない。
一方で，自動車台数が，昭和４０年の約８００万
台から現在８０００万台弱と１０倍近くに増えている
現状を考えれば，道路整備はもちろんであるが，
安全運転への啓蒙，交通警察による取締等を通
じた事故抑止が，一定の効果を持ってきたこと
は，ここ５０年の事故動向を俯瞰し否定し得ない
事実と言えるだろう（矢代，２０１１，pp．７７―７９）。
交通事故は事故当事者の心理的，医学的な状
況から，道路環境，気象条件に至るまできわめ
て複雑な要因から構成されている。しかしなが
ら，交通安全に対して直接責務を負っている主
体は，交通警察であることはあきらかである。
警察法第２条第１項には，警察の責務として「…
交通の取締その他の公共の安全と秩序の維持に
当たることをもってその責務とする」とある。
第８６代警視総監を務めた矢代は『交通警察概論』
（２０１１，p．１５）の中で「交通警察は…警察の責
務のうち，「交通の取締」を中心とした道路交
通に係わる警察活動をその任務」として挙げ，
さらに，交通取締を警察の事務とする法的根拠
を警察法第２条に求めている（前掲書 p．１７）。
もちろん活動の目的は交通安全すなわち交通事
故の抑止である。
そこで本研究では，平成２０年のデータを用い
事故発生件数に対して交通取り締まりが都道府
県単位で事故抑止に対して効率的であったかど
うか，DEA（包絡分析法）を用いて評価する。
2．データと分析モデル
２―１ データ
交通違反の取締項目は，主な違反行為（全日
本交通安全協会，２００９，p．８６）として挙げら
れている項目だけで８１項目に上る。しかしなが
ら，交通事故統計年報平成２０年版に「主な違反
行為」（pp．３１８―３１９）として個別の検挙件数が
記載されている項目は１０項目に絞られている。
このことから，警察庁自身が１０項目を主たる違
反項目と考えていると解釈してよかろう。全事
故件数７６６，１４７件に対し，交差点での事故は
４２９，７１４件と実に５６．１０％を占めている。平成２０
年の交通法令違反取締件数の構成比率は最高速
度違反が全体の３０．６％を占め，携帯電話等
１４．６％，一時停止違反１３．８％，通行禁止違反
９．１％，信号無視違反８．６％となっている。普通
車両の違反金から見ると，最高速度違反は９千
円から３万５千円（２０キロオーバーで１万５千
円），携帯電話保持は６千円，一時停止違反は
７千円，通行禁止違反は７千円，信号無視（赤
色）９千円，信号無視（点滅）は７千円となっ
ている。信号無視と最高速度違反の違反金総額
は，普通車で考えて，最高速度違反を１５キロ未
満とすれば総額２９０億円，２０キロ以上２５キロ未
満と２５キロ以上３０キロ未満の中間値である１万
６５００円を違反金とすれば，総額４８０億円となり，
決して少ない金額とは言えないだろう。一方で，
違反項目を１０項目に絞っても，少ない項目のシ
ェアは１％を切ってしまい７），すべての項目を
分析に取り込むことは現実的ではない。
そこで，すでに述べたように，違反項目で高
いシェアを持つ最高速度違反と，交差点での事
故が最も多いことから，この事故に直接関係が
あると考えられる信号無視違反を分析対象の取
締項目として取り上げる。さらに，この二つの
項目は同時に取り締まることは不可能な代替的
関係にあり，交通警察の資源配分を考える上で
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重要な性質を持っている。
２―２ 推計
２―２―１ DEA（包絡分析法）
DEAとは「事業体を，入力（投入）を出力
（産出）に変換する過程とみて，その過程の効
率性を測定するための画期的な手法」（刀
根，２００６，）である。複数の事業体（以下 DMU，
Decision Making Unit）の入力に対する出力の
比率，もしくは，出力に対する入力の比率を比
較することで，相対的に効率性を測定する。例
えば，１入力，１出力の場合がもっとも直感的
に理解しやすいであろう。縦軸に出力値，横軸
に入力値を取れば，同じ入力値に対して最も高
い出力値（すなわち，最も大きい出力／入力の
比率）を示す DMUがもっとも効率的とされる。
このとき，原点からもっとも効率的なデータを
通る直線を効率的フロンティアと呼ぶ。他のデ
ータは効率的フロンティアの下側に位置するこ
とになる。この点が，データのいわば中央を通
る直線を求める回帰分析とは大きく異なる。
DEAの利点としては，非効率性の分布型を特
定する必要が無く，関数形を特定する必要もな
い点が挙げられる。しかしながら，得られた結
果を仮説検定できない点が弱点となる８）。
２―２―２ 推計モデル
今回用いたのは，信号無視違反と最高速度違
反の２インプット―事故数の１アウトプットモ
デルで，かつ規模に関して収穫一定を仮定して
いる CCR入力指向モデルである。モデルは中
井（２００５，p．１４４）を利用して以下のように記
述される。インプットをそれぞれ x１，x２としア
ウトプットを y とする。インプット x１，x２に対
応するスラック変数をそれぞれ s１，s２，アウ
トプット y に対応するスラック変数を syとす
る。１から lまで DMUが存在し，効率性を計
る DMU名を pとする。DMUは１から lまで
存在するので，Σについては k＝１から lまで
合計する。DMUpのインプットはそれぞれ x１p，
x２p，アウトプットは ypと表す。そうすると，
以下のようにモデルを表現できる。
第一目的式
Min θp
制約条件
―Σx１λk―Σx２λk＋θpx１p＋θpx２p≧０
Σykλk≧yp
λ１，λ２…λ１≧０
第二目的式
Max s１＋s２＋sy
制約条件
Σx１λk＋Σx２λk＋s１＋s２＝θpx１p＋θpx２p
Σykλk－sy＝yp
λ１，λ２，…，λ１≧０
s１，s２，sy≧０
θp＝１かつ s１＝s２＝sy＝０の場合，DMUpは効
率的と言える。θp＜１であれば，非効率である。
この場合，入力指向モデルにおいては，入力値
を一律に θp倍することで，効率的状態に移行
できる。
２―２―３ 推計方法
DEAにおいては，インプットはより少ない
量が好ましく，アウトプットはより量が多い方
が好ましい変数でなければならない（刀根，２００６，
p．１６）。よって，より少ない方が好ましい事故
件数をアウトプット変数として直接 DEAで用
いることはできない。アウトプットである事故
件数を取り締まりが効率的であればあるほどよ
り少ない変数となるよう変換する必要がある。
そこで，刀根（前掲書 p．１２０）の方法に従って，
事故件数の最大値と最小値の平均 μを計算し，
各事故件数を（２μ ―各事故件数）と変換する
ことで，事故件数の大小関係を逆転（以下，変
換事故件数）させている。規模に関して収穫一
平成２０年交通違反取締は効率的に実施されていたか？
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定の CCRモデルを用いることから，変換した
事故件数を各都道府県人口で除することで，人
口１０００人あたりの事故件数を出力値とした。計
測には，Cooper, Seiford and Tone（２００７）に
ある DEA―Solverを用いた。
3．クラスター作成
３―１ クラスター
効率性の分析にあっては，４７都道府県の効率
性を同時に比較できればそれが理想かもしれな
い。しかしながら，例えば，東京都と島根県を
比較しようとすれば，明らかに，事故発生数，
人口規模や車両台数等々に差がありすぎる９）。
４７都道府県を同時に比較することは，いわば，
大企業と零細企業の効率性を同じ物差しで比較
することになってしまう。効率性は相対的な概
念なので，参考になり得る都道府県間で比較し
なければ，意味ある分析とはならない。例えば，
従業員数１０名の企業の効率性を高めようとする
とき，従業員数１万人の企業は参考になり得な
いのと同じである。本論文では２インプット―
１アウトプットモデルを採用しているので，ア
ウトプットでそれぞれのインプットを除すこと
で，データを２変数に変換でき，その２変数の
散布図を描ける。こうして描いたのが図３―１
である。
大まかな傾向を見るための図であるので，各
点の都道府県名は付けていない。この散布図は，
一見したところいくつかの塊に分かれてお
り，４７都道府県が大まかにいくつかのクラスタ
ーに分類できることを示唆している。
３―２ クラスター作成方法
本論文では４７都道府県を DMUとし，クラス
ター分析により，いくつかのクラスターに分け
DEAを適用する。
クラスター分析とは，与えられたデータをそ
図３―１ 散布図
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の類似性に応じて一定数のデータ群（クラスタ
ー）に分類する分析であり，生物の系統分類１０）
や，マーケットセグメンテイション１１）など多く
のデータ分析に用いられている手法である。n
個のデータに対して k 個の変数が与えられて
いる時，k次元空間に各データが存在している。
そこでデータ間の距離を計測し，n 個のデータ
を距離の近いデータ群へと逐次的に分類する。
データ間の距離を測る方法にはユークリッド距
離，重み付きユークリッド，ハマラノビスノ自
乗距離，相関係数法などがあるが１２），ここでは
もっともオーソドックスなユークリッド距離を
用いた。
また，データからクラスターを結合する方法
としては主として６つあり，それぞれ最短距離
法，最長距離法，メディアン法，重心法，群平
均法，ウォード法と呼ばれる。最短距離法は各
クラスター間で最も近い二つのデータ距離をク
ラスター間の距離とし，この距離が近いクラス
ターを結合させていく方法である。逆に最長距
離法は，クラスター間で最も遠いデータ同士の
距離をクラスター間距離と定義し，距離の近い
クラスターを結合させる方法である。最短距離
法と最長距離法の折衷案としてのメディアン法
はクラスター a とクラスター b から新たなク
ラスター c を形成した場合を考える。そして，
クラスター a と b の中間点をクラスター c と
他のクラスター d との距離の始点に定める方
法である。重心法とは各クラスターの重心を求
め，重心同士の距離を測りより近いクラスター
を結合させていく方法である。最後のウォード
法とはクラスター内の級内変動の変化に着目し
た方法である。クラスターが大きくなるとき，
クラスター内での平均からの偏差平方和は（級
内変動）は必ず大きくなる。そこで新たなクラ
スターを形成するとき，級内変動が最小になる
ように形成する方法をウォード法と呼んでいる。
この方法は経験的にもっとも実感にあうクラス
ターを形成するので，よく用いられる方法であ
る１３）。
クラスター分析は，費用関数や生産関数によ
る分析のようにデータに関して特定の理論構造
を前提としておらず，自由度の高い分析と言え
る。また，似たもの同士を抽出することが目的
なので，多重共線性として問題となる同じよう
な動きをするデータが存在することもむしろ歓
迎すべきことである。ただ，自由度が高いがゆ
えに様々な可能性を考慮する必要がでてくる。
また，理論モデルを実証するわけではないので，
クラスター分析だけで特定の結論を導くのは困
難である。形成すべきクラスターの数にしても，
データ数に対する最適数も存在しない。クラス
ター形成に関しては，この後展開するトーナメ
ント表を連想させる形をした樹形図を下から上
にたどって行き，クラスターを逐次形成してい
くことになる。上の段階へ昇るとき，より早い
段階で出会うデータ群はより近い変数の散らば
りを持つという点でよく似た性質のデータを持
つ都道府県と考えられる。
データ間の距離によってデータをいくつかの
クラスターに分析する。クラスター分析は与え
られたデータをいくつのクラスターに分類する
ことが最適であるかを先験的に決めることはで
きない１４）。クラスターが形成される様子を表す
樹形図を図３―２にあげた。
図３―２を概観すれば，比較的早くクラスタ
ーにまとまっていく様子が見て取れる。そこで，
表３―１のように，４つのクラスターに都道府
県をクラスター分けすることとした。すなわち，
クラスター１は，北海道，東京，神奈川，静岡，
愛知，大阪，兵庫，福岡からなる。クラスター
２は栃木，群馬，埼玉，千葉，京都，岡山，広
島，香川からなる。クラスター３は青森，岩手，
宮城，福島，新潟，山梨，長野，富山，石川，
岐阜，三重，滋賀，山口，愛媛，佐賀，長崎，
熊本，大分，宮崎，鹿児島からなる。クラスタ
ー４は秋田，山形，福井，奈良，和歌山，鳥取，
島根，徳島，河内，沖縄である。
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図３―２ 樹形図
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4．推計結果
４―１ 効率性
クラスターごとに，２―２―２のモデルを適用
し効率性スコア θ を求めた。クラスター１１５）で
は静岡と愛知がもっとも効率的な県であり，大
阪がもっとも非効率な県となった。クラスター
２では，千葉県，広島がもっとも効率的で，群
馬がもっとも非効率な県である。クラスター３
では山梨，岩手，青森がもっとも効率的であり，
愛媛がもっとも非効率な県である。クラスター
４では鳥取と沖縄県が効率的であり，和歌山が
もっとも非効率な県となった。
４―２ クラスターごとの推計結果
クラスター１では表４―１にあるように，各
都道府県のスコアは，スコアの高い順に，静岡
県１，愛知県１，東京都０．９０８８，神奈川県０．９７１５，
北海道０．８５９１であり，もっとも効率性が低いの
は大阪府で０．５５４８となった。
クラスター２では表４―２にあるように千葉
県と広島県が効率的な県である。スコアの高い
順に，栃木県０．９８５１，京都府０．９０７３，香川県
０．８８０２，埼玉県０．８６２８，岡山県０．８１９２であり，
もっとも効率性が低いのは群馬県で０．６５０８とな
った。
クラスター３では，表４―３の結果となった。
すなわち青森，岩手，山梨がもっとも効率的な
県となった。続いて，富山０．９９６５，三重０．９５８９，
石川０．９３００，長崎０．８８４１，大分０．８７８４，岐阜
０．８２７２，滋賀０．８１９４，新潟０．７３１７，佐賀０．７２８９，
宮城０．７２６２，宮崎０．７１５６，鹿児島０．６８５９，長野
０．６８３１，熊本０．６４４１，山口０．６４３２，福島０．６３５５
であり，もっとも効率性が低いのは愛媛で
０．６０１８となった。
表３―１ クラスター分類
クラスター１ クラスター２ クラスター３ クラスター４
北海道
東京
神奈川
静岡
愛知
大阪
兵庫
福岡
栃木
群馬
埼玉
千葉
京都
岡山
広島
香川
青森
岩手
宮城
福島
新潟
山梨
長野
富山
石川
岐阜
三重
滋賀
山口
愛媛
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
秋田
山形
福井
奈良
和歌山
鳥取
島根
徳島
高知
沖縄
表４―１ クラスター１
Rank
DMU θ
１ 静岡 １．００００
１ 愛知 １．００００
３ 神奈川 ０．９７１５
４ 東京 ０．９０８８
５ 兵庫 ０．８５９５
６ 北海道 ０．８５９１
７ 福岡 ０．７０６０
８ 大阪 ０．５５４８
表４―２ クラスター２
Rank
DMU θ
１ 千葉 １．００００
１ 広島 １．００００
３ 栃木 ０．９８５１
４ 京都 ０．９０７３
５ 香川 ０．８８０２
６ 埼玉 ０．８６２８
７ 岡山 ０．８１９２
８ 群馬 ０．６５０８
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クラスター４では，表４―４のように，鳥取
と沖縄がもっとも効率的な県となった。続いて
高知０．８３３３，島根０．７４３１，徳島０．７２１４，秋田
０．７１７０，奈良０．６５９４，山形０．６３５３，福井０．６１６６
であり，もっとも効率性が低いのは，和歌山で
０．５６３１である。
４―３ スラック変数
余剰投入量を表すスラック変数は１２の道府県
で観察された。最高速度違反についてスラック
変数が計測されたのは８道府県である。例えば，
スコア θ が０．８であれば，インプットを一律０．８
倍することで効率的フロンティアに到達できる。
ただし，余剰を意味するスラック変数が信号無
視に対して１００であれば，信号無視の入力を０．８
倍しさらに１００件削減しなければ効率的フロン
ティアに到達できない。文字通り，１００は余分
な投入量である。スラック変数が最高速度違反
について観察されたのは，表４―５にあるよう
に，クラスター１で北海道，神奈川，福岡，ク
ラスター２で京都，クラスター４で山形，奈良，
島根，高知の計８都道府県であった。一方，信
号無視に対してスラック変数が観察されたのは，
クラスター１で大阪，クラスター３で三重，ク
ラスター４で秋田，徳島の計４府県であった。
5．政策的含意
効率性を表すスコア θ の値から，大阪，群
表４―４ クラスター４
Rank
DMU θ
１ 鳥取 １．００００
１ 沖縄 １．００００
３ 高知 ０．８３３３
４ 島根 ０．７４３１
５ 徳島 ０．７２１４
６ 秋田 ０．７１７０
７ 奈良 ０．６５９４
８ 山形 ０．６３５３
９ 福井 ０．６１６６
１０ 和歌山 ０．５６３１
Rank
DMU θ
１ 青森 １．００００
１ 岩手 １．００００
１ 山梨 １．００００
４ 富山 ０．９９６５
５ 三重 ０．９５８９
６ 石川 ０．９３００
７ 長崎 ０．８８４１
８ 大分 ０．８７８４
９ 岐阜 ０．８２７２
１０ 滋賀 ０．８１９４
Rank
DMU θ
１１ 新潟 ０．７３１７
１２ 佐賀 ０．７２８９
１３ 宮城 ０．７２６２
１４ 宮崎 ０．７１５６
１５ 鹿児島 ０．６８５９
１６ 長野 ０．６８３１
１７ 熊本 ０．６４４１
１８ 山口 ０．６４３２
１９ 福島 ０．６３５５
２０ 愛媛 ０．６０１８
表４―３ クラスター３
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馬，福島，愛媛，山形，福井，和歌山は取締件
数を約４割前後削減できる可能性を示唆してい
る。比較的人口規模の近い都道府県であっても，
効率性スコアに比較的大きな差が存在するのは，
取締に工夫の余地があることを示していると考
えられるだろう。
スラック変数が正値である場合，信号無視違
反と最高速度違反の取締数を同じ割合で減少さ
せても，効率的フロンティアに到達できない。
最高速度違反について北海道は，スラック変数
の値だけで，取締件数の２３％ほどを占める。北
海道は，効率性スコア θ の値も考慮すると，
実に取締件数２５万件に対して３分の１以上の９
万２千件の削減余地を示す。他の府県について
も実数の１割から２割強減少できる可能性を示
している。一方，信号無視違反については，ス
ラック変数が正値であった府県は４府県と比較
的少ない。大阪については，スラック変数が実
取締件数の１６．６％を占めており削減余地が大き
いことが分かる。
以上のことは，交通違反の取り締まりにおい
て過度に速度違反の取り締まりに交通警察の資
源が配分されていることを強く示唆する結果と
言えるだろう。一般的に，速度すなわち危険と
考えられがちではあるが，それは一面的な見方
である。速度は時間を節約していることを忘れ
るべきではない（Porter，１９９９，p．１５１）また，
Rothe（１９９０，p．１００）は，警察官は技術的に
取締しやすい場所で取り締まる傾向があり，明
確に数字で違反の基準が表されていれば取締の
資源をそうした違反に投入しがちであることを
指摘している。明確に数字で表せる速度違反が
まさにそれである。さらに，Evans（２００４，p．４１７）
では取締が非効率に行われる理由として，世界
的に取締が安全とは異なる目的，すなわち反則
金収入の最大化を目的として行われている可能
表４―５ スラック変数
DMU θ
信号無
視取締
件数
信号無視スラ
ック数
最高速度違反取締
件数
最高速度違反スラ
ック数
クラスター１
北海道 ０．８５９１ ２５０，９０５ ５６，９６８
神奈川 ０．９７１５ １４６，３１７ １，２０９
大阪 ０．５５４８ １４８，０５７ ２４，５７５
福岡 ０．７０６０ １５１，２７９ １９，９２５
クラスター２
京都 ０．９０７３ ８４，８４０ ８，６２０
クラスター３
三重 ０．９５８９ ８，２４８ １，３５９
クラスター４
秋田 ０．７１７０ ６，７３５ １，４６１
山形 ０．６３５３ １８，３７３ ３，１２０
奈良 ０．６５９４ １８，５２０ １，８６２
島根 ０．７４３１ ２０，７８１ ３，１７５
徳島 ０．７２１４ ４，７３４ １，１５８
高知 ０．８３３３ ２４，２０３ １０，１４３
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性を挙げている。本論文の分析結果からは，残
念ながら Evansの指摘を積極的に否定できな
い。Lave（１９８５）では，速度そのものが危険
なのではなく，速度の分散が危険であるとの結
果を得ている。Levy and Asch（１９８９）やWilkin-
son（１９８７）では，速度とその分散との関連が
事故に及ぼす影響が検証され，より高い速度の
時，その分散が大きければ危険性はより大きく
なり，分散がより大きいときに速度はより危険
になることが指摘されている。単に速度の抑制
のみを目的とした取締は，事故抑止効果が少な
いと言わざるを得ず，実際，本論文でも最高速
度違反取締件数の減少余地が示されている。最
高速度違反に投入されている交通警察の資源を，
他の活動に分配する余地は大きいと言えるだろ
う。
結語
信号無視違反および最高速度違反取締件数が
交通事故件数に対して効率的に行われているか
どうか，DEAを用いて分析した。４７都道府県
を４つのクラスターに分け，DEAを適用した
結果，都道府県によって効率性に大きな差が認
められた。効率性が半分近くまで落ちている府
県もあり，取締りの在り方に改善の余地がある
ことを示している。さらにスラック変数は，最
高速度違反について観測される傾向にある。最
高速度違反取締りに対して，交通警察資源の過
剰投入を示唆する結果となった。
注
１）財団法人 交通事故総合分析センター ２０１１，
p．１
２）いずれも２４時間内死者数で，警察庁が発表する
最も早い事故統計である。国際比較の際はこの
値を１．３倍して３０日死者数に換算した値が使われ
る（前掲書 p．３４７）。１．３倍した値はそれぞれ，２１７９５
人，６７０２人となる。
８）この間，平成元年をはさんで上昇傾向見せた時
期もあり，第二次交通戦争と呼ばれた。昭和４５
年から一貫して減少傾向にあったわけでない。
４）国土交通省道路局 http : //www.mlit.go.jp/road
/ITS/j―html/
５）鈴木他 ２００９，p．５
６）山田肇 ２０１２
７）シェアは無免許運転で０．５％，飲酒運転で０．６％，
積載違反０．２％である
８）中山 ２００３，p．１１
９）東京都の事故件数６１５２５ 件に対し，鳥取県は
２５３９件と約２４倍の違いがある
１０）医学統計研究会 １９９８，p．３２５
１１）朝野 ２０００，p．７４
１２）浅野他１９９６，pp．１８３―１８４
１３）朝野２０００，p．８２，浅野他１９９６，p．１８７
１４）４７都道府県であれば，最小のクラスター数はす
べてをまとめた１，最大のクラスター数は４７に
なる。
１５）クラスターごとにその特徴を表すように命名す
る場合もあるが，本論文では先入観を与えない
ため，番号をクラスター名とした。
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